
（各課様式１） 

予 算 要 求 資 料 

令和４年度当初予算 支出科目 款：総務費 項：企画開発費 目：スポーツ振興対策費 

事業名 総合型地域スポーツクラブ支援事業費 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

                清流の国推進部 地域スポーツ課 地域スポーツ係  

電話番号：058-272-1111（内 2955） 

E-mail：c11172@pref.gifu.lg.jp 

１ 事業費         42,989 千円 （前年度予算額：41,768 千円） 

＜財源内訳＞  

区 分 事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

前年度 41,768 0 0 0 0 0 0 0 41,768 

要求額 42,989 0 0 0 0 0 0 0 42,989 

決定額          

 

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

生涯スポーツ社会の実現を目指し、岐阜県と（公財）岐阜県スポーツ協会

が協力し「ぎふ広域スポーツセンター｣を設置し、だれもが、いつでも、い

つまでも、スポーツに親しむことができる多種目・多世代型の総合型地域ス

ポーツクラブの設立・育成・定着を支援する。 

また、クラブ未設立市町村および設立クラブ、設立準備中クラブに対して

県職員（地域スポーツ担当）と県スポーツ協会職員（地域スポーツ担当）等

が巡回し、クラブの設置および運営の安定化に向けた働きかけや各クラブの

現状把握、指導助言を行う。 

（２）事業内容 

①センター職員等資質向上事業   

②総合型地域スポーツクラブサポート事業 

③総合型地域スポーツクラブ補助事業 

④地域スポーツ活性化事業 

⑤拠点クラブ基盤強化事業 

 



（３）県負担・補助率の考え方 

 県民が日常的に気軽にスポーツに参加するためには、各地域において総

合型地域スポーツクラブの設立・育成・定着を図る必要がある。特にクラ

ブ運営の安定化を図る等、県が支援をしていく必要があるため、県負担は

妥当である。 

 

（４）類似事業の有無 

 無 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額 事業内容の詳細 

報償費 48 県クラブ会議・県クラブ研修会の講師謝金 

旅費 551 クラブ・市町村巡回相談指導旅費 等 

消耗品費 80 消耗品 等 

印刷製本費 4 県クラブ会議・県クラブ研修会の看板等印刷代 

役務費 60 事務費 

委託料 8,888 広域スポーツセンター（県体協事務所）事業委託料 

使用料及び賃借料 78 会議室使用料 

負担金 200 研修事業参加費 

補助金 8,000 総合型地域スポーツクラブ基盤強化・事業強化補助事業 等  

交付金 25,080 拠点クラブ基盤強化事業 

合計 42,989  

 

 決定額の考え方  

 

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

第２期スポーツ基本計画（2017 年文部科学省制定） 

 

（２）事業主体及びその妥当性 

ぎふ広域スポーツセンター 

岐阜県では、平成 17 年 4 月に（公財）岐阜県体育協会（現岐阜県スポ

ーツ協会）を県内で唯一の広域スポーツセンターとして指定し、平成 30

年 4 月からは、岐阜県と（公財）岐阜県スポーツ協会が協力して広域スポ

ーツセンターの業務を行っている。 

 



事 業 評 価 調 書（県単独補助金除く） 
□  新 規 要 求 事 業  

■  継 続 要 求 事 業 

 

１ 事業の目標と成果 

（事業目標） 

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか 

 地域住民が気軽にスポーツに親しむ環境づくりの核となる総合型地域スポ

ーツクラブを充実させ、スポーツ実施率の向上を目指す。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 

(H16) 

R2 年度 

実績  

R3 年度 

目標  

R4 年度 

目標  

終期目標 

(R8)  

 

達成率 

スポーツ実施率 39.9％ 

 

33.8％ 65.0％ 

 

65.0％ 

 

65.0％ 

 

52.0％ 

 

       

○指標を設定することができない場合の理由 

（これまでの取組内容と成果） 

令
和
２
年
度 

①  センター職員配置：広域スポーツセンターサテライト事務所（（公財）

岐阜県スポーツ協会）にセンター職員を 1 名設置し、設立クラブの自

立に向けた指導を行った。 

②  広報：地域巡回相談の実施や、クラブ広報リーフレットを作成・配布

するなど、啓発活動を行った。 

③  クラブマネジャー派遣：クラブの設立・自立に向けた事業に対してク

ラブマネジャープロジェクトチームを派遣した。 

④  補助事業の実施：クラブ基盤の安定化やクラブの活性化に必要となる

経費の補助を実施した。 

⑤クラブ育成支援の方策を検討するため、クラブ育成会議を実施した。 

令
和
３
年
度 

令和５年度当初予算にて追加 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

令
和
４
年
度 

令和６年度当初予算にて追加 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

 



２ 事業の評価と課題 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断） 
 ３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない 

(評価) 

３ 

 今後の地域スポーツ活動は、地域住民が主体となる「新しい公共」に

よる運営が期待されている。その核となるのが総合型地域スポーツクラ

ブであり、県と市町村が連携して支援していくのが妥当と考える。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 
 ３：期待以上の成果あり 

２：期待どおりの成果あり 
 １：期待どおりの成果が得られていない 
 ０：ほとんど成果が得られていない 

（評価） 

３ 

クラブ運営の核となるアシスタントマネジャー及びクラブマネジャ

ー資格取得者は、170 名となり新たな資格取得者が年々増えている。 

クラブマネジャーについては 22 名で、新たな資格取得者がクラブ運営

の充実と安定化に貢献している。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 
 ２：上がっている １：横ばい ０：下がっている 

(評価) 

２ 

クラブが必要としている支援（基盤強化及び事業強化）を明確化しク

ラブの実態に応じた支援をすることで事業の効率化を図った。 

 

（今後の課題） 

・事業が直面する課題や改善が必要な事項 

 クラブが自立するためには、財源の確保、指導者の確保、活動場所の確保

等多くの課題がある。これらの課題を解決するための有効な支援について、

本事業に限らず各方面からのアプローチや市町村行政の支援が必要である。 

 

（次年度の方向性） 

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今

後どのように取り組むのか 

 クラブの実態に応じた支援を継続実施し、運営基盤の安定化やクラブの活

性化を図る。 

また、マネジャー資格や指導者資格保有者の増加を図り、他分野・他団体

と連携できる基盤をつくる。 

大学等の拠点クラブを有効活用し、指導者派遣や連携事業を通して、既存

クラブの活性化を図る。 

 

 

 

 



（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果） 

組み合わせ予定のイベント又

は事業名及び所管課 

 

 

組み合わせて実施する理由や

期待する効果 など 

 



県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書 
 

□  新 規 要 求 事 業 

■  継 続 要 求 事 業 

（事業内容）  

補助事業名 総合型地域スポーツクラブ支援事業費補助金 

補助事業者（団体） 総合型地域スポーツクラブ（認定クラブ） 
（理由）総合型地域スポーツクラブへの活動支援 

補助事業の概要 （目的）基盤強化補助・事業強化補助 
（内容）基盤強化補助は事務局運営が円滑に行われる

よう、そして、運営が安定するようその運営基盤を直

接的に支援し事務局の強化を図る。事業強化補助は高

額補助・普通補助に分け実施。高額補助は、他団体と

の連携・協働事業など特色ある事業に対し補助。普通

補助は、会員獲得、指導者育成、組織確立、広報活動

など地域への定着を図る事業に対して補助。 

補助率・補助単価等 定額・定率・その他（例：人件費相当額） 
（内容）定額 

基盤強化：上限 20 万円 
事業強化（高額）：上限 50 万円 
事業強化（普通）：上限 20 万円 

（理由） 
基盤強化：運営基盤に係わる経費として利用しやすい

ものとし、クラブに補助。 
事業強化「高額補助」：事業総額が 60 万円以上となる

大規模事業を対象とし、クラブ
に補助。 

事業強化「普通補助」：地域への定着を図る事業すべて

を対象とし、クラブに補助。 

補助効果 総合型地域スポーツクラブの活性化・運営安定化 

終期の設定 終期令和 8 年度 
（理由）清流の国ぎふスポーツ推進計画終期 

（事業目標） 

・終期までに何をどのような状態にしたいのか 

 地域住民が気軽にスポーツに親しむ環境づくりの核となる総合型地域スポ

ーツクラブを充実させスポーツ実施率の向上を目指す。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 

(H16) 

R2 年度 

実績  

R3 年度 

目標  

R4 年度 

目標  

終期目標 

(R8)  

 

達成率 

①  スポーツ実施率 39.9％ 33.8％ 65.0％ 65.0％ 65.0％ 52.0％ 

②         

 

 



 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

補助金交付実績 7,000 千円 7,000 千円 9,000 千円 

（これまでの取組内容と成果） 

令
和
２
年
度 

基盤強化補助事業は６クラブ、事業強化補助事業は高額補助５事業、普

通補助４４事業の申請がありニーズの高い事業であった。この事業によ

り、クラブの基盤を安定させ、新規事業を展開することで、会員数や地

域の認知度向上に繋がった。 

令
和
３
年
度 

令和５年度当初予算にて追加 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

令
和
４
年
度 

令和６年度当初予算にて追加 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断） 
 ３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない 
(評価) 

３ 

今後の地域スポーツ活動は地域住民が主体となる「新しい公共」

による運営が期待されている。その核となるのが総合型地域スポ

ーツクラブであり、県と市町村が連携して支援していくのが妥当

と考える。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 
 ３：期待以上の成果あり（単年度目標 100％達成かつ他に特筆できる要素あり） 

２：期待どおりの成果あり（単年度目標 100％達成） 
 １：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標 50～100％） 
 ０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標 50％未満） 

（評価） 

３ 

今年度、この事業により、２２の新規事業が展開された。地域の

ニーズに即した事業が展開できており、事業の効果が現れている。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 
 ２：上がっている １：横ばい ０：下がっている 
(評価) 

２ 

事業強化補助事業については、採択クラブの決定時期を早め、活

動場所や指導者の確保を早い段階で行うことで、クラブが計画・

実施する事業の質の向上を図ることができた。 

（今後の課題） 

・事業が直面する課題や改善が必要な事項 
令和５年度からの中学校部活動の段階的な地域移行へ向けて、総合型地域

スポーツクラブが果たすべき役割は大きく、県と市町村が連携して支援して

いく必要がある。 

 



（次年度の方向性） 

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今

後どのように取り組むのか 

「スポーツ立県・岐阜」を目指す県として、地域に密着した総合型地域スポ

ーツクラブの育成は重要な施策である。さらに、総合型地域スポーツクラブ

と中学校部活動の連携が国から明言されており、今後も総合型地域スポーツ

クラブの存在はさらに重要になってくることから、総合型地域スポーツクラ

ブへの支援を継続する。 

 


